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2013 年 12 月 31 日時点までの期間で，「漂着ごみ」の語をふくむ『朝日新聞』の紙面は
295 件，また，「漂着ゴミ」というワードの入った記事は 104 件，存在する。これを時
系列でみてみると，「漂着ごみ」の場合，1991 年：2 件，1994 年：1 件，1996 年：1 件，
1997 年：1 件，1998 年：6 件，1999 年：4 件，2000 年：8 件，2001 年：6 件，2002 年：8 件，
2003 年：12 件，2004 年：5 件，2005 年：11 件，2006 年：36 件，2007 年：40 件，2008 年：
34 件，2009 年：48 件，2010 年：19 件，2011 年：17 件，2012 年：24 件，2013 年：12 件
となっている＊2。一方，「漂着ゴミ」のほうの内訳は，1990 年：1 件，1998 年：3 件，2000 年：
1 件，2001 年：1 件，2002 年：3 件，2003 年：3 件，2004 年：3 件，2005 年：4 件，2006 年：
20 件，2007 年：11 件，2008 年：8 件，2009 年：22 件，2010 年：5 件，2011 年：3 件，2012 年：
9 件，2013 年：7 件という具合になっている＊3。
また，「日経テレコン 21」によると，『日本経済新聞』で，「漂着ごみ」をふくむ記事件
数は 36 件（1998 年：5 件，2002 年：1 件，2003 年：2 件，2005 年：1 件，2006 年：6 件，
2007 年：4 件，2008 年：3 件，2009 年：8 件，2010 年：2 件，2012 年：1 件，2013 年：3 件），
他方，「漂着ゴミ」のワードが入った紙面は 18 件（1994 年：1 件，1999 年：1 件，2000 年：
1 件，2003 年：1 件，2004 年：1 件，2007 年：4 件，2008 年：3 件，2009 年：1 件，2010 年：


































































（2014 年 1 月末現在）＊15。もっとも，このなかには，東京都のように，地域計画策定ずみ
との分類がなされてはいるものの，「小笠原でだけつくる」という方法がとられ，「東京都
全体としては計画をつくらない」というケース＊16 や「平成 22 年に一度着手して，あらか





































































出所：「富山県海岸漂着物対策推進地域計画」（2011 年 3 月）（http://www.pref.toyama.jp/cms_




きた」団体である。同団体の「職員は 10 名あまり」で，「県の OB が 1 名，現役が 6 名（環

































































































事は，おのおの，295 件，104 件，存在する（2013 年 12 月 31 日現在）。たとえば，これ
を海岸漂着物処理推進法のなかにある，「海岸に漂着したごみその他の汚物又は不要物」
（第 2 条 1 項）である「海岸漂着物」という語で検索してみると，ヒット件数は 49 件にま
で減少する（1990 年：1 件，1993 年：1 件，1998 年：1 件，1999 年：1 件，2000 年：1 件，
2001 年：1 件，2002 年：1 件，2003 年：2 件，2005 年：1 件，2006 年：1 件，2008 年：1
件，2009 年：11 件，2010 年：9 件，2011 年：3 件，2012 年：6 件，2013 年：8 件）。さらに，
「海岸漂着物処理推進法」ということばをふくむ記事となると，その件数は，わずか 19 件

















































 　・2011 年 9 月 5 日：一般社団法人　JEAN（東京都）
 　・2011 年 9 月 6 日：環境省（東京都）
 　・2012 年 2 月 20 日：五島市役所（長崎県）
 　・2012 年 2 月 21 日：長崎県庁
 　・2012 年 8 月 27 日：財団法人　環日本海環境協力センター（富山県）
 　・2012 年 8 月 27 日：富山県庁
 　・2012 年 10 月 9 日：対馬市役所（長崎県）
 　・2013 年 2 月 17 日：特定非営利活動法人　パートナーシップオフィス（山形県）
 　・2013 年 2 月 18 日：山形県庄内総合支庁
 　・2013 年 2 月 19 日：山形県庁
 　・2013 年 2 月 25 日：宮崎県庁
 　・2013 年 2 月 26 日：日南市役所（宮崎県）
 　・2013 年 9 月 2 日：隠岐の島町役場（島根県）
 　・2013 年 9 月 3 日：島根県庁
 　・2014 年 2 月 24 日：鹿児島県熊毛支庁
 　・2014 年 2 月 24 日：西之表市役所（鹿児島県）



















む（いきいきニッポン）」であった（『日本経済新聞』1994 年 10 月 1 日〔夕〕，3 面）。
＊ 5 　環境省へのヒアリング調査（2011 年 9 月 6 日）。




＊ 8 　特定非営利活動法人　パートナーシップオフィスへのヒアリング調査（2013 年 2 月 17 日）。
＊ 9 　一般社団法人　JEAN へのヒアリング調査（2011 年 9 月 5 日）。




のヒアリング調査〔2012 年 2 月 21 日〕）や「できれば，漂流の段階で，とってしまいたい」にもか
かわらず，「この法律が，漂着物だけで，漂流しているごみはできない」（鹿児島県庁へのヒアリン
グ調査〔2014 年 2 月 26 日〕）といった指摘が，都道府県の担当者からでてきていることも付言して
おきたい。
＊ 11　一般社団法人　JEAN へのヒアリング調査（2011 年 9 月 5 日）。
＊ 12　環境省へのヒアリング調査（2011 年 9 月 6 日）。
＊ 13　五島市役所へのヒアリング調査（2012 年 2 月 20 日）。
＊ 14　特定非営利活動法人　パートナーシップオフィスへのヒアリング調査（2013 年 2 月 17 日）。
＊ 15　「海岸漂着物処理推進法　施行状況調査」（http://www.env.go.jp/water/marine_litter/conf/c02-
08/ref04.pdf〔2014 年 8 月 28 日〕），1 頁。
 　なお，地域計画の策定にあたって，国からは，「特段の指導はなかった」とする自治体があった（鹿
児島県庁へのヒアリング調査〔2014 年 2 月 26 日〕）。




2014 年 5 月 20 日～ 6 月 2 日のあいだ，パブリックコメントを実施している（https://www.kankyo.
metro.tokyo.jp/resource/general_waste/marine_litter.html〔2014 年 8 月 28 日〕）。
＊ 17　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
＊ 18　「 漂 流・ 漂 着 ご み に 関 す る 現 状 」（http://www.env.go.jp/water/marine_litter/conf/c02-08/
mat03.pdf〔2014 年 8 月 28 日〕），5 頁。
 　環境省の担当者によれば，「地域計画を作成する，しないは，都道府県の判断」ではあるものの，「海
あり県，海なし県，関係なしに，地域計画を策定してもらうのがのぞましい」と発言していること
は注目にあたいする（環境省へのヒアリング調査〔2011 年 9 月 6 日〕）。
＊ 19　特定非営利活動法人　パートナーシップオフィスへのヒアリング調査（2013 年 2 月 17 日）。
＊ 20　一般社団法人　JEAN へのヒアリング調査（2011 年 9 月 5 日）。
＊ 21　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
＊ 22　同上。
＊ 23　山形県庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 19 日）。
＊ 24　隠岐の島町役場へのヒアリング調査（2013 年 9 月 2 日）。
＊ 25　長崎県庁へのヒアリング調査（2012 年 2 月 21 日）。
＊ 26　隠岐の島町役場へのヒアリング調査（2013 年 9 月 2 日）。
＊ 27　宮崎県庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 25 日）。
 　宮崎県の場合，日南市役所においても，「海にもぐってて，しかけに網がからまっている様子をみて，
ダイバーさんをつかってとったりするので，意識はたかい」との声を得ている（日南市役所へのヒ
アリング調査〔2013 年 2 月 26 日〕）。
＊ 28　一般社団法人　JEAN へのヒアリング調査（2011 年 9 月 5 日）。
＊ 29　環境省へのヒアリング調査（2011 年 9 月 6 日）。
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＊ 30　鹿児島県庁へのヒアリング調査（2014 年 2 月 26 日）。
＊ 31　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
＊ 32　「 富 山 県 海 岸 漂 着 物 対 策 推 進 地 域 計 画 」（2011 年 3 月 ）（http://www.pref.toyama.jp/cms_
pﬁle/00010492/00513121.pdf〔2014 年 8 月 28 日〕），12 頁。
＊ 33　同上，16 頁。
＊ 34　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
 　島根県の場合，「県としても，いろんな計画を案の段階から入手していた」ものの，結局できあがっ
たのは，「パッとしない地域計画」でしかなく，「こうなったら清掃しましょうと，具体的なことを
書いていない」ようだ（島根県庁へのヒアリング調査〔2013 年 9 月 3 日〕）。
＊ 35　財団法人　環日本海環境協力センターへのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
 　ちなみに，山形県庁では，「富山の方が熱心にやっていた」との声を得ている（山形県庁へのヒア
リング調査〔2013 年 2 月 19 日〕）。
＊ 36　富山県の担当者によると，「計画作成で，富山県らしさをだすのに，苦労した」ものの，最終的に，
「こうした計画ができたのは，NPEC があるのが大きい」とのことである（富山県庁へのヒアリング
調査〔2012 年 8 月 27 日〕）。
＊ 37　対馬市役所へのヒアリング調査（2012 年 10 月 9 日）。
＊ 38　対馬市役所の資料（長崎県対馬市「漂着ごみの現状と対策」，7 頁）。
＊ 39　宮崎県庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 25 日）。




へのヒアリング調査〔2011 年 9 月 5 日〕）。
＊ 41　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
＊ 42　鹿児島県熊毛支庁へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。
 　ただ，「中種子町は，自分たちでやっているが，高齢化がすすむとたいへん」との懸念も有してい
るようだ（同上）。
＊ 43　西之表市役所へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。
 　もっとも，同市では，2013 年の「大量漂着のときに，商工会が音頭をとって，旅館やホテルがやっ
たことはある」としている（同上）。
＊ 44　山形県庄内総合支庁へのヒアリング（2013 年 2 月 18 日）。




＊ 45　五島市役所へのヒアリング調査（2012 年 2 月 20 日）。
 　こうした意見がでてくるのは，「長崎は，全国のなかでは，海ごみが深刻な問題」となってお
り，漂着ごみ問題で，ほかの都道府県以上に，「苦労していた」からかもしれない（一般社団法人　
JEAN へのヒアリング調査〔2011 年 9 月 5 日〕）。
＊ 46　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
＊ 47　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
＊ 48　五島市役所へのヒアリング調査（2012 年 2 月 20 日）。
＊ 49　対馬市役所へのヒアリング調査（2012 年 10 月 9 日）。
＊ 50　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
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＊ 51　鹿児島県熊毛支庁へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。
＊ 52　西之表市役所へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。
＊ 53　鹿児島県熊毛支庁へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。





＊ 55　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
＊ 56　山形県庄内総合支庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 18 日）。





馬市役所へのヒアリング調査〔2012 年 10 月 9 日〕）。





定非営利活動法人　パートナーシップオフィスへのヒアリング調査〔2013 年 2 月 17 日〕）。
 　同地域では，庄内総合支庁へのヒアリングでも，「農業関係者の意識はひくい」との回答を得てい
る（山形県庄内総合支庁へのヒアリング調査〔2013 年 2 月 18 日〕）。
＊ 62　山形県庄内総合支庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 18 日）。
＊ 63　同上。
＊ 64　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
＊ 65　鹿児島県熊毛支庁へのヒアリング調査（2014 年 2 月 24 日）。
＊ 66　島根県庁へのヒアリング調査（2013 年 9 月 3 日）。
＊ 67　富山県庁へのヒアリング調査（2012 年 8 月 27 日）。
＊ 68　山形県庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 19 日）。
 　西之表市役所からは，「屎尿処理場の建てかえや合併浄化槽の設置に力点があり，海岸のほうは，
ちょっとぐらいごみがあっても，予算をけずってしまう」との認識（西之表市役所へのヒアリング
調査〔2014 年 2 月 24 日〕）が，また，島根県庁においても，環境生活部の業務は，「実状を話すと，
インフラ的なものを優先して，漂着物は二の次」とのコメント（島根県庁へのヒアリング調査〔2013
年 9 月 3 日〕）が，さらには，鹿児島県熊毛支庁でも，漂着ごみは，「いろいろある事業のうちの 1
つのメニューにしかすぎない」という意見（鹿児島県熊毛支庁へのヒアリング調査〔2014 年 2 月 24
日〕）が表明されている。
＊ 69　対馬市役所へのヒアリング調査（2012 年 10 月 9 日）。
＊ 70　宮崎県庁へのヒアリング調査（2013 年 2 月 25 日）。
＊ 71　隠岐の島町役場へのヒアリング調査（2013 年 9 月 2 日）。







13 巻第 1・2 号。
・ 横大道聡「翻訳　海洋ごみの調査，防止及び削減に関する法律（米国）」『法学論集』第 47 巻第 1 号。
